
 

 

 

 前号のニュースでもお伝えしたとおり、1 月から、協

会けんぽの各種申請・届出書の届出様式が変更となって

います。新様式の変更点のうち、実務への影響が大きい

ものとして、傷病手当金をはじめ各種支給申請書の様式

から「受取代理人」の欄が削除されたことがあげられま

す。 

新様式では、振込先指定口座は申請者本人の口座を 

指定することとされており、口座名義欄と受取代理人欄

が削除されています。なお、弊所が協会けんぽに削除の

趣旨を問い合わせたところ、受取代理ができなくなると

いうことではなく、個人間（夫婦間等）で傷病手当金が

申請者本人に渡されないというトラブルが見受けられ

たため、様式が変更されたという経緯のようです。 

従って、会社等で受取代理の必要がある場合には、協

会けんぽの担当部署で個別に受取代理の相談に応じ、受

取代理用の別紙を送付する扱いになっているとのこと

です。 

また、傷病手当金や出産手当金支給申請書の新様式で

は、事業主証明書欄の記入方法が簡素化されました。 

勤務状況欄には出勤日のみ「〇」で表示することとさ

れ、有給休暇や公休日の記載が不要となりました。賃金

の支給状況についても、出勤していない日に対して報酬

等を支給した分のみの記載となりました。 

旧様式とは記載方法が大きく変わっていますので、留

意が必要です。 

 

 

 厚生労働省のホームページに掲載されているモデル

就業規則が昨年 11月に改訂されました。主な改訂事項 

は、勤務間インターバル制度（第 22条）・出生時育児休

業（第 28条）・不妊治療休暇（第 29条）の追加です。 

 勤務間インターバル制度とは、終業時刻から次の始業

時刻の間に、一定時間以上の休息時間（インターバル時

間）を設けることで、従業員の生活時間や睡眠時間を確

保しようとするものです。 

なお、勤務間インターバル制度と不妊治療休暇は、現

在の労働関係法令上、必ず定めなければならない内容で

はないため、制度を導入するか否かは各企業の判断に委

ねられています。 

 

 

健康保険の被保険者とその被扶養者が出産した際に

支給される出産育児一時金が、現在の 42万円から、50

万円に引き上げられます。8万円の引き上げは、制度が

創設された平成 6年以来最大となります。 

  

 

 日本年金機構が 1 月から事業主向けの「オンライン事

業所年金情報サービス」を開始しました。毎月の社会保

険料の額や増減内訳書等の情報を e-Gov のマイページ

で受け取れるサービスで、G ビズ ID を用いた利用申込

が必要です。 

 サービス利用のメリットとして、①紙の納入告知書よ

りも早く毎月の社会保険料額を確認できる②一度申込

すれば定期的に情報が送られてくる③電子データなの

で、社内システムに取り込む等データ活用がしやすい、

の 3 点が挙げられています。 

  

 

 弊所では新型コロナウイルス感染症対策として、職員

のシフトを見直し対応しております。引き続き、ご相談

やお問合せはメールまたは家村携帯 09035225025 まで

お願いします。Zoom や Webex 等にも対応しておりま

す。        
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